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研究開発責任者と担当部署

• 研究開発責任者

– 研究開発全体の総括

• 担当チーム

– 技術開発ユニット ：ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの取り纏め

– 技術企画ユニット ：知財戦略の取り纏め

– 技術調査ユニット ：政策 ・ 技術動向の調査・分析

• チームリーダー
– 研究開発項目の取りまとめを担当

部門間の連携方法

• 研究開発段階から将来の社会実装を見据えて取り組むため、国内発電部門

(研究開発部門)と経営企画部門等が情報共有を密に行うなど連携して推進する。

• 研究開発段階から将来の社会実装を見据えて取り組むため、部門横断による体制を

構築。標準化の方向性・知財戦略についても検討。

• 関係役員等も参加する進捗会議等を実施。

組織内の役割分担

◼ 事業推進のため部門を横断した体制を構築。経営者も参加する進捗会議や対外発信等も実施。

（１）事業推進体制（JERA）

技術経営戦略部
(研究開発責任者)

代表取締役社長 CEO兼COO

奥田 久栄

国内発電部門

経営企画部門

最適化・営業部門
連携

技術調査ユニット

政策・技術動向の
調査・分析

技術企画ユニット

技術経営戦略の提言
知財戦略の取纏め

技術開発ユニット

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの取纏め

国内事業戦略統括部

連携

組織内体制図
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（２）JERAにおける蓄電池の位置づけ
はじめに ～世界的な電力需要増加の中、脱炭素化の流れは止まっていない
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（２）JERAにおける蓄電池の位置づけ
重要かつ多面的な価値を持つ火力発電事業の機能維持に向けて
重要性が高まる火力発電を最大限活用するために（全体像）
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（２）JERAにおける蓄電池の位置づけ
重要かつ多面的な価値を持つ火力発電事業の機能維持に向けて
蓄電池の導入により、火力発電機の負荷を軽減
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◼ 蓄電池の技術・事業開発により、脱炭素化をはじめとした電力事業への貢献に加え、社会への付加価値創出を目指している。
◼ その実現に向けては、広く外部との関係を意識した標準化（オープン＆クローズ戦略）の推進が不可欠。

（３）標準化への取り組み
更なる付加価値の創出に向けて
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◼ バッテリーエコシステムの形成には、オープン＆クローズ戦略の推進に加え、リサイクルの法制度化も重要。

（３）標準化への取り組み
標準化 (オープン＆クローズ戦略) への取組みについて ～バッテリーエコシステムの形成～
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◼ JERAの非焙焼方式の電池材料分離回収工程と、住友化学のダイレクトリサイクルの組合せによる低環境負荷型リサイクル
プロセスの開発を推進中。

◼ JERAの非焙焼方式の電池材料分離回収工程と、住友化学のダイレクトリサイクルの組合せによる低環境負荷型リサイクル
プロセスの開発を推進中。正極合材は 「高電圧パルス放電」 技術を用いて正極シートから剥離。

（４）事業の進捗状況
低環境負荷型のダイレクトリサイクルプロセスの開発を推進中
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◼ 低環境負荷型リサイクルプロセスの技術開発・実証は順調に進捗。プロセス連続化・処理可能電池種の多様化を実施中。
◼ フェーズ1は、ベンチ試験設備でKPI達成済。フェーズ2では、プロセス連続化のベンチ試験設備を構築し評価予定。

（４）事業の進捗状況
低環境負荷型リサイクルプロセスの技術開発・実証は順調に進捗



Page 10Page 10 © 2026 JERA Co., Inc. All Rights Reserved.

実施体制図

連携方法

研究開発における連携方法
• JERAが中心となり、コンソーシアム各社と守秘契約を

締結の上、各社との定例打合せを実施

• 非焙焼分離回収のコア技術である高電圧パルス破砕は
高電圧パルス破砕装置の設計を担当する柴田科学、
装置設計の最適化を目的に原理解明を担当する早稲田

      大学、同装置の主要部位である電源装置の条件設定を
      担当する熊本大学間で連携

リチウムイオン電池の低環境負荷型リサイクルプロセスの開発

実施者

委託先

• リサイクルプロセスにおける
要素技術の原理解明

• 電池全般に係る助言

• リサイクルプロセスの検証, フロー検討
• 高電圧パルス破砕の最適設計
（大学間連携）

• ダイレクトリサイクル
（アップサイクル）の工業化

• パイロットプラントの設計・運転
• 大規模実証

• ダイレクトリサイクルの原理解明
• アップサイクルの基礎検討

• 電池リサイクルの技術開発
（統合技術）

• 非焙焼方式リサイクル手法の工業化

• 高電圧パルス破砕による
剥離機構解明, 評価

• 機構に基づく最適化条件の
検討・立案

• 高電圧パルス破砕の条件探索
による最適な破砕方法の
検討・立案・ラボ検証

• 電源装置に関する協力

• 最適なリチウム回収条件の検討
連携

※1 2022～2024年度
※2 2023～2024年度

※1, 3

※3 2025～2027年度: JERA外注先
※4 2025～2027年度: 有識者(委員)

※1, 4

※1
※2

（５）事業推進体制（本事業全体）

幹事企業 共同実施者

◼ 幹事企業であるJERAは非焙焼分離回収工程を担当、共同実施者である住友化学はダイレクトリサイクル工程を担当。
◼ 各研究機関、大学等と連携し、高電圧パルスをはじめとしたプロセスの開発・実証を実施。
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ご意見 対応

プロジェクト推進やその成果活用を見据えて若手人材の採用・
育成に取り組むとともに、技術動向や市場動向の変化に対応で
きるよう経験者も積極的に採用するなど、グローバルな市場獲得
を見据えた体制整備に取組んでいくことが重要。

今後のプロジェクト推進等を鑑み、若手を中心としたメンバー構成とし、育成に取
り組んでいる。
技術動向や市場動向は、国際会議に参加する等して、最新のグローバルな情
報を収集している。

各素材に必要となる希少金属等の需要が高まっている中、サプ
ライチェーン全体の在り方も念頭に置きつつ、複数の対策シナリオ
の検討を進めていくことが重要。

複数のシナリオに対応できるよう、技術・ビジネス両面のロバスト性向上を目指す。
技術面 ：処理可能な電池種の多様化
ビジネス面：調達先の多様化

使用済電池に加え、電池工場で発生する工程端材
定置用蓄電システムとしてリユースした後の電池リサイクル

標準化戦略の策定・実践は、事業戦略と技術戦略の統合のた
めの有効な手段であり、経営層が自ら主導して、標準化戦略を
検討する体制を敷いていくとともに、関連団体ともしっかり協議・
連携しオープン＆クローズ戦略を明確化しながら進めることが
重要。

標準化戦略を検討する推進体制の構築に取り組んでいる。
標準化において重要となるエコシステムのステークホルダーとの関係構築のため、
自動車OEMや電池メーカーに加え、サーキュラーエコノミーに関する産官学のパー
トナーシップ（CPs）等と連携している。
ライセンスビジネスも視野に入れ、国内外において積極的に特許出願を進めてい
る。技術開発・実証、事業環境の状況変化等を踏まえ、最適なオープン＆ク
ローズ戦略をとれるよう進めている。

（６）前回WG(2024年8月) ご意見への対応
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